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ー
ム
の
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見

本事業の必要性や執行の観点からも適切であり、引き続き効率的な執行に努めること。

総事業費(執行ベース) 434 359 489

補
　
記

434 359 440

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

当該委託費は、団体毎に交付決定・交付額の確定を行っており、事業毎に適正に執行されている。

見直しの
余地

○日本障害者リハビリテーション協会における全国身体障害者福祉センター運営事業においては、平成２０年度に無
駄撲滅PTにおける指摘事項の見直しの際、職員研修事業に係る印刷製本費について縮減を行ったところ。
○また、内閣府に設置されている「障がい者制度改革推進会議」において、本年１月から検討が開始された新たな総
合的な制度についての検討状況を踏まえつつ、必要な対応を行うこととしている。

23年度要求

予算額(補正後） 434 359 440 321 321

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

実施主体である団体（６団体）が行う視覚障害者用図書事業、盲人用具販売あっ旋事業等を行うのに要する費用に対
し、委託費を交付している。

実施状況

平成２１年度の実施状況
①視覚障害者用図書事業
②盲人用具販売あっ旋（販売数：６５８５点）
③視覚障害生活訓練指導員研修（１８名養成）
④全国盲人生活相談（相談件数：５９７件）
⑤視覚障害者行政情報等提供（発行数点字版：年６回１５０，６００冊、音声版：１１，２００部）
⑥全国身体障害者福祉センター運営
⑦福祉機器開発普及等事業
⑧障害者自立支援機器の情報収集・発信システム整備事業
⑨心身障害児等の療育

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度

執行率 100% 100% 100%

執行額

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

視覚障害者等の福祉向上を図るため、視覚障害者用図書の製作貸出、盲人用具の販売あっ旋、視覚障害生活訓練
指導員研修、全国盲人生活相談、視覚障害者行政情報等提供、全国身体障害者福祉センター運営及び心身障害児
等の療育に関する研究等事業を行い、もって視覚障害者等の福祉の促進に資することを目的とする。

担当部局庁 社会・援護局障害保健福祉部 担当課室 企画課自立支援振興室 矢田宏人

会計区分 一般会計 上位政策 障害者の自立支援等に必要な経費

事業番号 503

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

予算事業名 視覚障害者用図書事業等
事業開始
年度

昭和２９年度 作成責任者

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

予算事業
関係する計
画、通知等

平成２０年３月３１日障発第0331039号視覚障害者用
図書の貸出等について（通知）　等



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかにつ
いて補足する)
(単位:百万円)

厚生労働省

３５９百万円

A.(福)日本点字

図書館

６５百万円

（２０年度実績の例）

（注）計数は各欄で端数処理（四捨五入）している。

B.(福)日本ライ

トハウス

７０百万円

C.(福)日本盲

人会連合

４９百万円

D.(財)日本障害者

リハビリテーション

協会

１１９百万円

E.(財)日本テク

ノエイド協会

１３百万円

F.(福)日本肢体

不自由児協会

４３百万円

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ会社

（株式会社）

１百万円

視覚障害者の福祉向上を図るため、視覚障害者用図書事業に要する経費を補助。

【補助（委託）】

・視覚障害者

用図書事業

・盲人用具販

売あっ旋事業

・視覚障害者

用図書事業

等委託費

・視覚障害者

生活訓練指

導員研修事

業

・盲人用具販

売あっ旋事業

・全国盲人生

活相談

・視覚障害者

行政情報等提

供事業

・全国身体

障害者福祉

センター運

営事業

・福祉機器開

発普及等事

業

・心身障害

児等の療育

に関する研

究等事業

【一般競争入札】

最新の支援機器等を

データベース化して

いくための仕組みの

開発



計 119

その他 通信運搬費、光熱水料等 23

賃金 賃金職員 1

旅費 研修会講師旅費等 1

印刷製本費 研修会資料印刷等 2

諸謝金 研修会講師謝金等 3

建物維持費 2

雑役務費 建物設備保守等 38

人件費 研修部門等 49

D.(財)日本障害者リハビリテーション協会 H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 49 計 0

雑役務費 録音図書マスター製作、機器修繕
等

8

印刷製本費 点字誌作成等 9

通信運搬費 電話、盲人用具、カタログ発送等 1

消耗品費 封筒、カセットテープ、点字用紙等 2

賃金 賃金職員 8

人件費 事業部門 21

C.（福）日本盲人会連合 G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 70 計 43

その他 印刷製本費、通信運搬費等 3

各所修繕費 1

その他
視覚障害者用図書の発送経費、
図書用原本等

4 雑役務費 研修施設清掃等 1

借料及び損料 コピーリース料等 1 図書研究費 図書購入費 1

備品費 点字製作用ＰＣ等の購入 1 備品費 研究用PC等 3

印刷製本費 視覚障害者用図書事業の印刷等 10 諸謝金 講師謝金 5

諸謝金 指導員研修講師謝金等 27 光熱水料 5

人件費 事業部門 27 人件費 事業部門 24

B.(福)日本ライトハウス F.(福）日本肢体不自由児協会

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 65 計 13

その他 通信運搬費、印刷製本費等 2

その他 借料及び損料、光熱水料等 2

通信運搬費
視覚障害者用図書、盲人用具の
発送等経費

2

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

A.（福）日本点字図書館 E.(財)テクノエイド協会

費　目 使　途 金　額
(百万円）

賃金 賃金職員 14 賃金 賃金職員 1

費　目 使　途 金　額
(百万円）

人件費

建物維持費 3

視覚障害者等図書の印刷等 5

事業部門 30 人件費 事業部門 9

印刷製本費

雑役務費 建物設備点検、プリンタ保守等 9 委託料
コンサルティング会社
データベース化の仕組みの開発

1


